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１．はじめに 

  海翔丸（図－１）は関門航路の水深を維持するため、

２４時間体制で浚渫を行っており、船の中央にある泥倉

に貯められた浚渫土砂は、これまで新門司沖土砂処分場

へ直接入り、船底にある６枚の扉を開け排出されていた。

今後埋立が進み新門司沖土砂処分場の水深が浅くなり船

底から排出できなくなるため、係留施設に係船してから

の陸上排送を余儀なくされる。係船のための綱取り作業

には多くの時間と人手を必要とし、さらに夜間作業も伴    図－１（海翔丸） 

い安全性の問題が予想された。このため、係船作業の省力化と安全性向上を目的に、世界

で初めてとなる「操船～接岸～陸上排送～離岸」全自動化システムの開発を行ったので報

告するものである。 

 

２．自動係船及び自動陸上排送システム 

自動係船システムは、おおまかに自動操船システム、自動係留システム及び自動陸

上排送システムの３つのシステムで構成される。 

２．１自動操船システム 

 自動操船システムは、ＧＰＳ（船首・船尾それぞれ１基）及びジャイロコンパスか

ら得られる自船位置及び方位情報により、自船の設定コースとのずれを検知し、推進

器及びバウスラスタ（アクチュエータ）の操作量を決めて制御し、予定航路を保持す

ると共に速度制御を行い、所定の接岸場所に本船を誘導し、停船させるものである。 

 本船における自動操船方式は以下の２つのパートに分かれる。 

２．１．１自動的に本船を指定位置に保持するシステム（自動位置保持） 

自動位置保持（DPS：DynamicPositioningSystem）

とは船体上の指定点（RP：ReferencePoint）を、保持

位置（SP：SpecifiedPoint）に一致させるように自動

制御することである。本制御方式においては、SP を

船首におき、バウスラスタで横方向、推進器で前後方

向と船首方位について、それぞれの偏差を打ち消すよ

うに制御をかける。                図－２（自動操船イメージ図）                                   

本制御方式については、過去の実験事例から、強風下でも安定して船位が保てるこ

とが分かっている。 

２．１．２自動的に本船を航行ルートに従って移動させるシステム 

 SP を移動させると RP は SP の位置に従って追従しようとするので、結果として船

体を計画した航行ルート上を移動させながら誘導することが可能になる。 



 

 

２．２自動係留システム 

 自動係留システムは、係留装置（陸上側ドルフィンに設置される２基の吸着式係留

装置）を遠隔・自動操作し本船を係留及び係留解除するものであり、本船上の操作卓

から遠隔制御・監視が行えるようにした。 

２．２．１係留方式の検討 

 係留方式として、ワイヤー方式（１案）、フック方式（１案）、吸着盤方式（２案）、吸

着盤＋ワイヤー方式（１案）の計５つの案について表－１のとおり比較検討を行った。 

係留方法 装置の概要及び特徴 経済性 遠隔操作性 保守性
本船喫水、揺
動に対する追
従性

本船への接続容易
性及び確実性

総合評価

１案

ワイヤーロープによる
自動係留方法

・巻上げ搬送装置により
船体と陸上との索取り作
業を自動化し本船に索を
固定後ウインチにより係
留する方法。

構造がシンプル
であるため安価
である。

◎

巻上げ搬送装置に
よりロープエンド
を吊り上げ、本船
と係船岸のロープ
渡し作業を行うた
め操作性が悪い。

×

構造がシンプ
ルであり保守
性が良い。

○

ロープによる
索取りであり
追従性は良好
である。

◎

ウエイト位置制御
が複雑である。接
続後は、安定した
結合が得られる。

△

構造がシンプルではあ
るが自動化が困難であ
る。

△

２案

フックによる
自動係留方法

・アーム先端のフック部
を船体側専用接続部に指
込アームの引込み力によ
り船体を係留する方法。
・操作手順が少なくシン
プルな構造である。

１案に比較し可
動部は多いがシ
ンプルな構造で
あり安価であ
る。

◎

軽量であり、可動
部が少ないので扱
いやすい。

○

駆動部が少な
く保守性が良
い。

○

各関節部の可
動部により本
船への追従を
行うため、ロ
ープ係船に対
しやや劣る。

△

接続位置は、限定
される。但し、接
続範囲を広く設定
可能。

○

大きな本船改造が必要
となる。又、船体と係
船装置の接続がやや行
い難い。

△

３案

吸着盤による係留方法 ・アーム先端に吸着盤を
装備し船体を吸着後、ア
ームの引込力により係留
を行う方法。
・吸着部を任意に設定可
能である。（但し、吸着
は平面部に限る。）

可動部が多く
又、真空装置を
追加するする必
要があり高価で
ある。

△

２案に比べ重量も
重く操作性はやや
劣る。

○

駆動部及び機
器が多いため
やや劣る。

△

同上

△

接続位置は、ほぼ
任意に設定可能で
ある。但し、本船
外板に艤装品等が
装備されてない事
又、外板に曲り部
がない事が条件と
なる。

◎

経済性及び保守性がや
や劣るが、吸着位置が
任意であり自動係船作
業には、優れている。

△

４案

吸着盤及び、防舷材を
一体化した係留方法

・３案の吸着部に防舷材
を取付け昇降可能な構造
とした方法。
・防舷材を上下移動可能
とし、縦方向に数個必要
であった防舷材を船首、
船尾各１個とする構造。

３案に対し防舷
材を一体化する
事により防舷材
の数量を減少さ
せ本システム全
体として経済性
の改善が期待で
きる。

○

同上

○

同上

△

３案に比較し
全体質量も重
く追従性に劣
る。

×

同上

◎

保守性がやや劣るが、
吸着位置が任意であり
自動係船作業には、優
れている。又トータル
の経済性が向上されて
いる。

○

５案

船体との結合を吸着盤
にて行い、吸着盤の引
込みをロープにて行う
方法（防舷材一体化タ
イプ）

・４案に対しロープにて
吸着盤の引込を行う方
法。

４案に対しロー
プ牽引装置が追
加となるが、防
舷材の数量減少
により本システ
ム全体として経
済性の改善が期
待できる。

○

同上

○

同上

△

ロープによる
索取りであり
追従性は良好
である。

◎

同上

◎

多の吸着方式に対し本
船に対する追従性が改
善され又、吸着位置が
任意に選択可能であり
優れている。

◎

 
表－１（係留方式比較表） 

 上記の前提条件をふまえ総合的に比較検討を行った結果、下記の特徴を持つ５案が

最も優れており、採用することとした。 

・ロープ係留であるため本船の喫水、揺動変化に対   

し追従性が良好である。 

・吸着盤を採用しているため吸着位置が任意に選択  

可能である。 

・防舷材の数量を減少出来ることにより経済的であ   

る。 

 ５案を基にした装置を図－３に示す。 

 

 

 

 

 
図－３（自動係留装置） 



 

 

２．３自動陸上排送システム 

自動陸上排送システムは、陸上排送管（本船上）と排送管（陸上側ドルフィン上）  

の接続、泥倉土砂の陸上排送、離脱を遠隔・自動操作するものであり、本船上操作卓

から遠隔制御・監視が行えるようにした。 

２．３．１陸上排送管接続装置の検討 

 ６つの案について表－２のとおり比較検討を行った。 

排送管接続方法
本装置設備の
概要と経済性

休止動作時
の安全性

耐久性・保守性 係船位置へ
の本装置の
追従性

本船側への接
続・確実性

本船動揺へ
の追従性

カップリングの
シール性

（交換性離脱制）

動力×制御
エラー時の
対応性

管内流速
抵抗性

総合評価

１案

差し込みによる方
法

構造が単純で
設計製造とも
に容易

○

休止時は問
題なし作動
時の追従性
に問題あり

×

装置部品が少な
く保守性が良い

○

係船位置誤
差に追従で
きない

×

差し込みカッ
プリングであ
り確実でない

×

カップリン
グ上下のホ
ースで取る

△

シール性は確実で
ないガイド朝顔の
寿命が短い

×

陸側操作と
なる

×

90°管２組

△

解決しなければ
ならない問題点
が多い

×

２案

差し込みによる方
法

構造が単純で
あり設計製造
が容易

○

キャスター
保持のため
不安定

×

不安定のため保
守・耐久性とも
問題有り

×

ＸＹシリン
ダーで追従
するが確実
でない

×

引き揚げロー
プの取込みが
確実でない

×

引き揚げる
ため追従良
好

○

シール性は確実で
ない

×

陸側操作と
なる

×

90°管３組

×

ホース動態吊り
揚げ機構等見え
ない部分が多い

×

３案

カップリングによ
る方法

部品数及びア
クチュエータ
数が多く設計
製造共に高価

×

全キャスタ
ー保持であ
るが、シリ
ンダー封圧
にて保持

△

作動数が多いた
め保守性が悪い

×

係船位置へ
の誤差距離
が大きく取
れるが精度
が悪い

△

平面受けとセ
ンタリングシ
リンダーで対
応

△

偏角をセン
サーで受
け、下のカ
ルダンリン
グが油圧で
同期、レス
ポンスに問
題

×

平面シールを採用
シール性良好

○

ロックシリ
ンダーを自
動開放でき
る

○

45°管6組
9°管1組

×

機構を単純化す
る必要あり

×

４案

案内ローラ付きカ
ップリングによる
方法

３案の追従距
離を小さくし
たもの

△

ＸＹシリン
ダーで保持
する

△

アクチュエータ
ー数が多い。船
速に機構があり
保守性に問題あ
り

×

ＸＹシリン
ダーストロ
ークによる
大きくでき
ない

×

ガイド朝顔と
平面カップリ
ング組合せ。
シールはする
がガイドが損
耗

△

船側のホー
スと陸側の
ホースで対
応

○

平面シールのため
交換が容易

○

自動ロック
を外し離脱

△

45°管4組
90°管1組

×

本船動揺は問題
ないが回転運動
追従を単純化す
る必要あり

△

５案

Ｙ型受台付きカッ
プリングによる方
法

合理的に作動
し無理がない
諸作動の確実
性が高い

○

全ての荷重
は台車で受
ける。セン
タリングは
装置自重で
作動し自動
的。作動部
はレールで
安全

○

動揺、回転に無
理が無く部品が
少ないので保守
性が良い

○

レールシリ
ンダーで構
成。精度、
レスポンス
が良い

○

船側、陸側共
に台車にあず
け横方向の差
異は台車内ホ
ースで吸収

○

吊り揚げら
れた台車ホ
ースで対応

○

平面シールカップ
リングロックを外
し吊り揚げる

○

制御エラー
が出ても機
構的に損傷
する部位が
ない

○

45°管1組
90°管2組

○

引き揚げ装置は
液圧駆動で開発
装置となる

◎

６案

５案と同様 ・５案で総て
の動揺を本船
に取付けたホ
ースで対応
・本船の様相
が変わる
・部位が少な
く構造が単純

○

５案と同様
船側に取付
けられたホ
ースの固定
に難あり

△

船側ホースの保
守に難あり

△

５案と同様

○

諸作動が制御
に依存する度
合いが大

○

吊り揚げら
れたホース
で対応

○

平面シール交換性
良

○

５案と同様

△

45°管1組

○

５案と同様

○

 
表－２（陸上排送管接続装置比較表） 

 上記の前提条件をふまえ総合的に比較検討を行った結果、下記の特徴を持つ５案が

最も優れており、採用することとした。 

・動揺、回転に無理がなく、耐久性及  

び保守性が良好である。 

・本船係船位置への台車の追従性が良     

好である。 

・本船動揺への追従性が良好である。 

・シール性が良好で漏泥対応が出来て 

いる。 

 ５案を基にした装置を図－４に示す。 

 

                  図－４（自動陸上排送装置） 

 

 

 



 

 

２．４全体イメージ 

本システムの全体イメージ図を図－５に示す。 

図－５（全体イメージ図） 

 

３．まとめ 

 今回本船の自動操船システムを始め、自動係留システム、自動陸上排送システム、

係留装置、陸上排送管接続装置など、本船の自動離接岸方法及び自動陸上排送方法を

幅広く検討して、自動係船システムの設計を行った。さらに各システムの制御ソフト

を開発し、海上での実船シミュレーション試験でその有効性の確認を行った。 

 本システムは、本年度より海翔丸において運用開始されており、桟橋への離接岸作

業時の操船の自動化により、昼夜繰り返される離接岸作業の負担軽減、係留の際必要

であった陸上側での索取作業及び本船の喫水変化による索長調節のための船上におけ

るウインチ操作の省略、夜間の危険作業の回避、さらに土砂の陸上排送時における陸

上排送管（本船上）と排送管（陸上側ドルフィン上）の接続、泥倉土砂の陸上排送、

離脱の自動化により陸上排送作業の負担軽減の効果が得られている。 

 さらには、運用開始後の状況をまとめ離接岸時間の短縮を図って行きたい。 

 本システムは他の国有浚渫船や頻繁に離接岸を繰り返すフェリーなどの一般船舶に

も応用可能であり、そのための必要な格付も続けて行きたい。 


